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二一
不正競争防止法（平成二七年法律第五四号による改正前のもの）二一条一項三号にいう「不正の利益を得る目的」があるとされた事例（最高裁平成三〇年一二月三日決定）
一
　　
原
　　
亜
  貴
  子
　
本件は、自動車会社の従業員が、同業他社へ転職する直前に
勤務先の営業秘密を持ち出したことについて、不正競争防止法（平成二七年法律第五四号による改正前のもの。以下「不競法」という。 ）二一条一項三
号
（（
（
違反の罪に問われたもの
で
（（
（
、国内の
大手自動車会社が舞台であり、しかも同業他社へ転職予定の従業員による営業秘密の持ち出し事案であったことから、世間の耳目を集めた事件である。最高裁は 本決定において初めて、営業秘密侵害罪の成否について判断を示した。
一
　
事実の概要
　
自動車の開発、 製造、 売買等を業とするＡ自動車株式 （以
下「Ａ」という。 ）で主に商品企画業務 従事していた被告人
は、Ｂ自動車株式会社（以下「Ｂ」という。 ）への就職が決まり、平成二五年七月三一日付けでＡを退職することとなっており、Ｂにおいては、海外で車両の開発及び企画等の業務を行うことが予定されていた。被告人は、Ａから、ノート型パーソナルコンピュータ（以下「会社パソコン」という。 ）を貸与され、これを持ち出して社外から社内ネットワークに接続すること許可を受けていたが 他方、Ａにおいて、私物の外部記録媒体を業務で使用した 社内ネットワークに接続したりするこ 、会社の情報 私物のパーソナルコンピュ タや外部記録媒体に保存することは禁止されていた。また 被告人は、Ａが秘密として管理しているＡの自動車の商品企画に関する情報などであって公然と知られていないも を、Ａのサーバーコンピュータに保存されたそれらの情報にアクセスするための識別符号であ
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⑵の事実についても、①被告人が、各データファイルを領得したのは、被告人が他の自動車メーカーへの転職を目前に控え、最終出社日と定められた日の翌日に、私物整理等のためと申告をして、上司 許可を得て出社した際であること、②被告人が既にＡの職務を行う必要はなかったことは明らかであり、その他の正当な理由も想定されないことから、 「被告人には 転職先等でＡの営業秘密を直接的又は間接的に参考にして活用しようとしたなどといった不正 利益を得る目的があったことが推認される」として、被告人に平成二七年改正前の不競法二一条一項三号にいう「不正の利益を得る目 」の存在を認めて、同条の罪の成立を肯定 た。　
原判
決
（（
（
は、 「不正の利益を得る目的」要件の解釈について、不
競法平成二一年改正の趣旨及び目的を踏まえると、 「高い経済的価値を有する重要な営業秘密を不 競争防止法二一条一項三号という極めて当罰性の高い態様 領得した場合 、正当な目的がなく専ら自己又は第三者の何らかの利益を図るためであるときには、その利益の内容が明確かつ具体的な意欲ではなく、また非財産的なものであったとしても、同法二一条一項三号 おける『不正の利益を得る目的』に該当するというべきであ 」と述べ 。さらに 被告人から 、第一審判決が「認定した『転職先等で直接的又は間接的に営業秘密を参考にしよ としたなど』の内容以上に具体性のある明確 つ積極的 意欲が必要であるとの主張」 について 「営業秘密侵害罪 目的要件が平成二一年改正で改められ 趣旨、 目的に照らすならば、 『不正の利益を得る目的 は、営業秘密保有者のためにするなど
るＩＤ及びパスワードを付与されて、 示されていた者であった。　
被告人は、⑴平成二五年七月一六日、自宅において、不正の
利益を得る目的で、会社パソコンを使用して前記サーバーコンピュータにアクセスし、あらかじめ同パソコンに保存していた前記自動車の商品企画に関する情報などであるデータファイル八件等が含まれたフォルダを同パソコンから自己所有のハードディスクに転送させて同データファイルの複製を作成し、⑵同月二七日、Ａテクニカルセンター おいて、不正の利益を得る目的で、会社パソコンを使用して前記サーバー ピュータにアクセスし、前記自動車の商品企画に関する情報などであるデータファイル四件等が含まれたフォルダを同ータから自己所有のハードディスクに転送させて同データファイルの複製を作成し、もってその営業秘密の管理に係 任務に背き、それぞれ営業秘密を領得した。　
第一審判
決
（（
（
は⑴の事実について、①被告人が各データファイ
ルを私物ハードディスクに複製 て領得したのは、他 自動車メーカーへの転職を目前に控え、最終出 日と定めら 日の一〇日前のことであること、 及び②各データファイルの内容は、いずれもＡの事業活動にとって有用な営業秘密に該当するものであることから、 「各デ タファイルを領得する ついて、 被告人に、Ａの業務のために必要であ たなどといった事情がない限り、被告人にはこれらの情報を転職先等で直接 又は間接的に参考にして活用しようとしたなどといっ 不正の利益を得る目的のあったことが推認さ る」として、通常業務 残務処理等の業務遂行目的であった旨の被告人 弁解 退けた。 また
二二
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正当な目的ではない、公序良俗又は信義則に反する形で不当な利益を図る目的であることが明らかになる程度に具体性があれば足りると解される」としてこれを退け、第一審判決を是認した。　
これに対して被告人側は、①⑴の複製の作成は、業務関係デ
ータの整理を目的とし、⑵の複製の作成は、記念写真の回収を目的としたものであって、いずれも被告人に転職先等で直接的又は間接的に参考にするなどといった目的はなかった、②不競法二一条一項三号にいう「不 の利益を得る目的」があるというために 、正当な目的・事情がないことに加え、当罰性の高い目的が認定されなければならず、情報を転職先等で直接的又は間接的に参考にするなどという曖昧な目的はこ に当たらない等として上告した。
二
　
決定要旨
　
上告棄却。その上で、平成二七年改正前の不競法二一条一項
三号にいう「不正の利益を得る目的」の有無について職権で以下のとおり判断した。　
「被告人が、複製した各データファイルを用いてＡ 業務を
遂行した事実はな 上、会社パソコンの社外利用等の許可を受け、現に同月一六日にも自宅に会社パソコンを持ち帰っていた被告人が、Ａの業務遂行のためにあえて会社パソコンから私物のハードディスクや私物パソコン ……⑴の各データファイルを複製する必要性も合理性も見 だせないこと等からすれ
ば、……⑴の複製の作成は、Ａの業務遂行以外の目的によるものと認められる。　
また、……⑵の複製の作成については、最終出社日の翌日に
被告人がＡの業務を遂行する必要がなかったことは明らかであるから、Ａ 業務遂行以外の目的によるものと認められる。なお、四フォルダの中に『宴会写真』フォルダ在中 写真等、所論がいう記念写真となり得る画像データが含まれているものの、その数は全体の中ではごく一部で、自動車の商品企画等に関するデータファイルの数が相当多数を占め 上、被告人は二日前の同月二五日にも同じ四フォルダの複製を試みるなど、四フォルダ全体の複製にこだわり、記念写真となり得る画像データを選別しようとして ないことに照らし ⑵成が記念写真の回収 みを目的としたも みることはできない。 」　
「以上のとおり、被告人は、勤務先を退職し同業他社へ転職
する直前に、勤務先の営業秘密である……各データ ァイルを私物のハードディスクに複製しているところ、当該複製は勤務先の業務遂行の目的によるものではなく、その他の正当な目的の存在をうかがわせる事情もないなどの本件事実関係によれば、当該複製が被告人自身又は転職先そ 他の勤務先以外の第三者のために退職後に利用すること 目的としたものであったことは合理的に推認でき から、被告人 は法二一条一項三号にいう『不正の利益を得る目的』があったと える。以上と同旨の第一審判決を是認した原判断は正当である。 」
二三
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本件被告人がその複製を作成した各データファイルの営業秘
密性については、第一審判決が以下のように判断している。まず、①本件各データファイルへのアクセスが従業員の中でも業務に必要な者のみに制限されていたこと、及び従業員への情報セキュリティー指導等が十分になされていたことから、 「いずれも営業秘密としてアクセス のかけられた合理的な方法で管理がなされていたもの」であり、また「各データファイルにかかる情報が営業秘密であることについては、客観的にも認識可能な状態で管理されていた」の るから、各データファイルには秘密管 性 認められる。次 、②本件各データファイルは、未発表の自動車の仕様書、開発車両の相対的価値や競争力を可視化するＡ独自のシステムツールデータ及びそのマニュアル、或いは開 車両の商品概要決定会議の役員提案資料等であり、その内容に照らせば、これらがＡの事業活動に有用な情報であることは十分 認められる。さらに、③非公知性も十分に認められる。第一審判決で認定された事実を前提とすれば 本件各データファイルの営業秘密性を肯定すること 何ら支障はないと思われ
る
（（
（
。
　
その他、被告人はＡのサーバーコンピュータに保存された営
業秘密情報にアクセスするため ＩＤ及びパスワードを付与されていたのであるから、 「営業秘密を保有者から示さ た者」当たり、また、そのような者として「営業秘密の管理に係る任務」を負っていたことは明 かであ 。また、被告人が「営業秘密記録媒体等の記録」た 本件各データファイルを自己所有のハードディスクに転送させて「複製を作成した」ことも問題
三
　
評釈
１
　
営業秘密を侵害する罪は、営業秘密に係る不正競
争
（（
（
行為の
うち、特に違法性が高いとされる行為類型を刑事罰の対象として類型化したものであり、平成一五年の不競法改正によって導入された。その後、数度の改正を経て営業秘密保護の範囲が拡大され、罰則が強化されてい
る
（（
（
。
　
本件では、平成二七年法律第五四号による改正前の二一条一
項三号の罪の成否が争われた。同罪は、営業秘密を保有者から示された者が、不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損害を加える目的で、その営業秘密の管理に係る任務に背き、当該営業秘密を領得するという、横領ないし背任型の 侵害行為である。二一条一項三号には領得行為 類型としてイ乃至ハが挙げられており、本件被告人の行為は、これら うちロの「営業秘密記録媒体等の記載若しくは記録につ て、又 営業秘密が化体された物件について、その複製を作成す 」行為に該当し得る。　
営業秘密については不競法二条六項が、 「秘密として管理され
ている生産方法、販売方法その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報であって、公然と知られていないも 」と定義している。このことから、企 等が保持する情報が営業秘密として不競法により保護されるためには、①秘密として管理されていること（秘密管理性） 、②事 活動に有用な技術上又は営業上の情報であること（有用性） 、及び③公然と知られて ないこと（非公知性）を充たしていなければならない。
二四
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をいい、自ら不正の利益を得る目的（自己図利目的）のみならず、第三者に不正の利益を得させる目的（第三者図利目的）も含まれ」 、 「営業秘密 保有者と自己又は第三者とが競争関係にある必要はな 。 」また、
｢
公序良俗又は信義則に反する形であ
れば、その目的は経済的利益か、非経済的利益かを問うものではな
い
（（1
（
」 。 「 『営業秘密保有者に損害を加える目的』とは、営業秘
密保有者に対し、財産上の損害、信用の失墜その他の有形無形の不当な損害を加える のことをいい 現実に損害が生じることは要しな
い
（（1
（
。 」
　
他方で、 学説おいては、 「不正の利益を得る目的又はその保有
者に損害を加える目的」 の解釈としては、 「積極的な動機を要求する積極的動機説」を採るべきであるとの見解が主張されている。論 よれば、営業秘密侵害罪における法益侵 行為は当該営業秘密の「使用」及び「開示 であるが、不競法二一条一項三号はそのような法益侵害のない危険犯を処罰するものであるから、処罰範囲を明確に限定す ため、図利加害
的
（（1
（
は「近
い将来予定される使用または開示により、不正 利益を得 目的で、又はその保有者に損害を加える目的」と解されなければならな
い
（（1
（
。そして、とりわけ「不正の利益を得る目的」につい
ては、背任罪における図利目的 りも強い「不正 性が要求され、財産犯としての同罪の本質から、 不正の利益 は財産的利益に限り、且つ、営業秘密を金銭等に変換・交換する う 行為による「利益」に限定すべきであるとい
う
（（1
（
。
　
論者が、不競法二一条一項三号が営業秘密侵害により公正な
競争を害することの具体的 危険を生ぜしめ得る、営業秘密
なく認められよう。したがって、本件では、被告人が平成二七年改正前の二一条一項三号所定の目的を有していたかという点のみが問題となる。２
　
前述した営業秘密侵害罪の新設当時、同罪は「不正の競争
の目的」をその成立要件の一つとしてい 。これは、営業秘密侵害行為のうち、内部告発や取材報道等を目的とする行為、また恐喝目的や愉快犯といった個人的な、つまり不正競争とは関係のない犯罪行為を同罪 範囲か 除外するための要件であっ
た
（（
（
。このことは、同罪が刑法その他の法律ではなく不正競
争防止法 中に置かれたことからして当然であったと考えられる。しかし、同罪の導入当初から 「不正の競争の目的」が要件とされることで 競争関係の存在を前提としない加害目的や外国政府等を利する目的等 よる営業秘密侵害行為が同罪の対象とならないことが問題視されていた。また、営業秘密の不正な使用・開示が営業秘密侵害罪の中心的な対象行為 なるこ により、事業者の内部管理体制上 痕跡から が不正に持ち出された事実が明らかであったとしても、その使用・開示は当該事業者の外部で秘密裏に行われるため そ 立証が困難であり、被害企業は泣き寝入りを余儀なくされ たとい
う
（（
（
。そ
のため、平成二一年の不競法改正 より、 「不正の競争の目的」は、 「不正の利益を得る目的又はその保有者に損害を加え的」へと改 られ
た
（（1
（
。
　
立案担当者の解
説
（（
（
によると、 「 『不正の利益を得る目的』 とは、
公序良俗又 信義則に反する形で不当な利益を図る目的のこと
二五
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主張されている。前者は、従業者や役員等、営業秘密保有者と信任関係に立つ者による横領ないし背任型の行為について営業秘密侵害罪の処罰範囲を限定する機能を持つ。また、後者の機能によって、これらの だけでなく 外部 が対象となる行為類型についても、その処罰範囲の不当な拡大 防止することができるとす
る
（（1
（
。この見解は、政府内での起草過程や国会での審
議過程を丁寧 検討した上で論じられており、立法趣旨に沿うもので、現行法の解釈として説得的であると思われる。３
　
本件では、被告人に、営業秘密侵害罪における図利加害目
的のうち「不正の利益を得る目的」が認められるか否かが争われ、第一審から本決定までいずれもこれを肯定し　
第一審判決は、⑴の複製作成につき①被告人が各データファ
イルを領得したのは最終出社日の一〇日前であること、②「各データファイルを領得するについて、被告人に、Ａの業務のために必要であったなどといった事情がない限り、被告人にはこれらの情報を転職先等で直接的又は間接的に参考 して活用しようとしたなどとい 不正の利益を得る目的のあったことが推認さ る」ことから、 「 」を認めた。また、⑵の複製作成については、①被告人が各データファイルを領得したのは最終出社日の翌日であるこ 、②被告人には既にＡの職務を行う必要はなかったことは明らかであり、そ 他正当な理由も想定されないことから、 「被告人に 、 転職先等Ａの営業秘密を直接的又は間接的に参考にして活用しようとしたなどといった不正の利益を得 目的があったことが推認され
使用及び開示の前段階、 いわば未遂ないし予備行為でしかない、営業秘密の不正領得行為を処罰するものであることから、その成立範囲を明確化し、過度の処罰を防止しようと ていることは支持に値する。しかしながら、 「不正の利益」の内容を「営業秘密を金銭等に変換・交換するような行為による財産的利益」と解すべきであるとの主張には疑問がある。 少なくとも、 「営業秘密を金銭等に変換・交 するよう による『利益』 意味が不明確である。また、上記 主張は、論者自身が営業秘密侵害罪の保護法益を個人的法益であ 営業秘密の財産的価値及び社会的法益である公正な競争秩序の維持であ とし 後者が主であるとしてい
る
（（1
（
ことと整合するのかも疑わし
い
（（1
（
。つまり、
営業秘密侵害罪が営業秘密の財産的価 のみを保護するも と解するの れば、背任罪について刑法二四七条にいう「利益」を財産的利益に限 する見解と同様に、 益侵害結果の裏返しとして、行為者にそのような財産的利益を得る目的が必要あると主張することも考えられ 。しかし、営業秘密の保有者に何ら財産的損害が生じていない場合でも、公正な競争秩序害される虞は存 得 のであるか 営業秘密侵害罪の主たる保護法益を公正な競争秩序と解しつつ、このような場合 同罪の成立を否定するこ は整合しないのではないだろうか。　
これに対して、営業秘密侵害罪における図利加害目的には、
「主として営業秘密保有者のため」に行った行為だけでなく「主として正当な社内活動のため」 、 「主として違法行為の是正のため」或いは「主として正当な報道のため」になさ た行為をも同罪の処罰対象から除くという二重の機能を認める見解も
二六
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などの正当な目的ではない、公序良俗又は信義則に反する形で不当な利益を図る目的であることが明らかになる程度に具体性があれば足りる」とも述べている。　
本決定は、⑴の複製作成については、被告人が複製した各デ
ータファイルを用いてＡの業務を遂行した事実はない上、Ａの業務遂行のためにあえて会社パソコンから私物のハードディスクや私物パソコンに各データファイル 複製する必要性も合理性も見いだせないこと、⑵の複製作成につい は、最終出社日の翌日に被告人がＡ 業務を遂行す 必要がなかったことは明らかであることをそれぞれ理由として、これらの複製の作成はいずれもＡの業務遂行以外の目的 よるも であると認定した。これに対して、 は、⑴の複製の作成は業務関係データの整理を目的としたものであった旨主張する。確かに、被告人が実際に複製した各データファイルを用いてそ ような業務を遂行した事実はないが、このことが直ちに、被告人が複製作成時にＡの業務を遂行する目的を有してい かったこ を示すわけではない。しかし、被告人がＡ 業務を するので れば会社パソコンを使用すれば済むことであり、 えて会社パソコンから私物のハードディスクや私物パソコンに各データファイルを複製する必要性も合理性もないと指摘されている。　
また、本決定は、⑵の複製の作成は記念写真の回収を目的と
したものであったとの被告人の主張につ て、記念写真となり得る画像データの数は全体の中ではごく一部で、自動車の商品企画等に関するデータファイル 数が相当多数を占め 上 被告人は行為の二日前にも同じ四フォルダ 複製を試みるなど、
る」とした。　
ここではいずれの行為についても、被告人が各データファイ
ルの複製を作成した時点には、被告人がそれらを用いてＡの業務を遂行す 必要性が既になくなっていたこと、及びその他の正当な理由も考えられないことから 「不正の利益を得る目的」が推認されている。 「これらの情報を転職先等で直接的又は間接的に参考にして活用しよう などといった不正の利益を得る目的」とは、被告人が、転職後に自己又は転職先その他の第三者のために何らかの形で各データファイルを利用することを意味しているものと考えられ
る
（11
（
。つまり、被告人が実際に転職
後に各データファイルを自己又は第三者のために利用することはなかったた
め
（1
（
、被告人が具体的にどのような利用方法を想定
していたのかが不明であるものの、被告人には少なくとも営業秘密保有者であるＡのためにそれ を利用す 目的が認 れず、その他の正当な理由も認められないことから、その裏返しとして「不正の利益を得る目的」が肯定されたも と解される。　
原判決は第一審の判断を是認しているが、 「高い経済的価値を
有する重要な営業秘密を不正競争防止法二一条一項三号という極めて当罰性の高い態様で領得した場合に、正当な目的がなく専ら自己又は第三者の何らか 利益を図る め るときは、その利益の内容が明確かつ具体的な 欲ではなく、また非財産的なものであった も、同法二一条一項三号における『不正の利益を得る目的』に該当する」との「不正の利益を得る目的」 解釈 示した点で注目に値する。 同判決はまた 「 『不正の利益を得る目的』 内容 、営業秘密保有者 ためにする
二七
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ように思われ
る
（11
（
。もっとも、本決定は、原判決が示した営業秘
密侵害罪の図利目的要件に関する解釈には言及しておらず、また最高裁としての解釈も示していないため、あくまでも事例判断にとどまる。また、本決定は、 「当該複製が被告人自身又は転職先その他の勤務先以外の第三者のために退職後 利用することを目的としたものであったこと」 を推認して、 「不正の利益を得る目的」があったものと認めているが、これは、被告人 直後に転職 予定していたからこそ可能であったと言えよう。それゆえ、本決定の射程は、営業秘密を保有者から示された者が同業他社への転職直前に営業秘密を領得した事案にとどまるものと解すべきである。（１）
　
平成二七年改正以前の不正競争防止法二一条一項は次のとお
りである。
　　　
第二十一条
　
次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下
の懲役若しくは千万円以下の罰金に処し、 又はこれを併科する。
　
一～二
　
（略）
　
三
　
営業秘密を保有者から示された者であって、不正の利益を得
る目的で、又はその保有者に損害を加える目的で、その営業秘密の管理に係る任務に背き、次のいずれかに掲げる方法でその営業秘密を領得した者
　
イ
　
営業秘密記録媒体等（営業秘密が記載され、又は記録され
た文書、図画又は記録媒体 いう。以下この号において同じ。 ）又は営業秘密が化体された物件を横領すること。
　
ロ
　
営業秘密記録媒体等の記載若しくは記録について、又は営
業秘密が化体された物件について、 その複製 作成
　
ハ
　
営業秘密記録媒体等の記載又は記録であって、消去すべき
ものを消去せず、かつ、当該記載又は記録 消去したように
四フォルダ全体の複製にこだわり、記念写真となり得る画像データを選別しようとしていないことに照らせば、⑵の複製の作成が記念写真の回収のみを目的としたものとみるこ はできないとして、これを退けている。確かに、被告人は実際に記念写真の画像デ の複製を作成していることから、記念写真回収の目的を否定する とは困難であり、この点では被告人に「不正の利益を得る目的」 認めることはできない。しかし 被告人が画像データ以外の、しかも大量のデータファイルの複製を作成することにこだわっ いたことを窺わせ 事情 らは、記念写真の回収以外に
も
4
目的があったことが推認できる。不競法
改正法の立案担当者 よる解説では、例えば、 「退職の記念」や「思い出のため」といった自己の満足を得る目的であっても、直ちに図利加害目的 否定され わけ なく、その他の個別具体の事情を踏まえた上で、これが認められ 場合 あるとされてい
る
（11
（
。本決定の判断は、この趣旨に添うものであると解さ
れよう。　
本決定は、上記⑴及び⑵に関する判断を踏まえて、被告人の
「当該複製は勤務先の業務遂行 によるものではなく、その他の正当な目的の存在をうかがわせる事情もないなどの本件事実関係によれば、当該複製が被告人自身又は転職先その他勤務先以外 第三者のために退職後に 用す ことを目的としたものであったことは合理 に推認できる」として、被告人は「不正の利益を得る目的」があったと認め
た
（11
（
。本決定のこの
ような判断方法は、行為者に業務遂行その他の正当な目的が存しない限り、図利加害目的 存在を認める立場と親和的であ
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及び同論文所掲の諸文献参照。
（７）
　
控訴審及び上告審では、本件各データファイルの営業秘密性
は争われていない。
（８）
　
経済産業省知的財産政策室編 『逐条解説
　
不正競争防止法 ［平
成一五年改正版］ 』 （二〇〇三年）一四六頁以下及び一四九頁以下。
（９）
　
経済産業省知的財産政策室編 『逐条解説
　
不正競争防止法 ［平
成二一年改正版］ 』 （二〇一〇年）一七五頁。
（
（0）　
同改正については、一原亜貴子「営業秘密侵害罪に係る不正
競争防止法の平成二 年改正について」岡山大学法学会雑誌六〇巻三号（二〇一一年）四七七頁以下、及び同論文所掲の諸文献参照。
（
（（）　
経済産業省知的財産政策室編 『逐条解説
　
不正競争防止法 ［第
二版］ 』 （二〇一九年）二五六頁以下。
（
（（）　
小野昌延編『新・注解
　
不正競争防止法［第三版］下巻』
（二〇一二年） ［佐久間修］一三四八頁も同旨 但し、佐久間は、ここでいう図利加害目的と刑法の背任罪における図利加害目的とは文言が明らかに異なることから、両者を区別するために「不正利得加害目的」と呼ぶ 非経済的利益を「不正の利益」に含めるこ に反対するのは、本田・前掲注 （２） 一二五頁。
（
（（）　
もっとも、 「不正の競争の目的」を「不正の利益を得る目 又
はその保有者に損害を加える目的」 変更することは 営業秘密侵害罪の財産犯化を意味しており、不正競 本来の目的を逸脱するものである。この点について詳しくは、一原・前掲注 （
（0） 四八五頁以下。
（
（（）　
帖佐隆「不正競争防止法二一条一項三号と任務違背 図利加
害目的」久留米大学法学七四号（二〇一六年）三九頁以下 「不正の利益を得る目的又はその保有者に損害を加え 目的」を図利加害目的と称していたが、同・前掲注 （２） 三頁では上述の佐久間・前掲注 （
（（） を引用して、 「不正利得加害目的」 と呼ぶべき
仮装すること。
　
四～七
　
（略）
（２）
　
本決定の評釈等として、 谷井悟司 「不正競争防止法 （平成二七
年法律第五四号による改正前のもの） 二一条一項三号にいう 『不正の利益を得る目的』があるとされた事例」法学新報一二六巻三・四号（二〇一九年） 、本田稔「営業秘密不正領得罪における『不正の利益を得る目的』の意義」法学セミナー七七六号（二〇一九年）一二五頁、久禮博一「不正競争防止法（平成二七年法律第五四号による改正前のもの） 二一条一項三号にいう 『不正の利益を得る目的』 があるとされた事例」 ジュリスト一五三五号（二〇一九年）九六頁以下、山根崇邦「従業者によるデータの持出しと営業秘密領得罪：日産自動車事件最高裁決定を契機として」
L
aw
&
T
echnology 八五号（二〇一九年）三頁以下、森
修一郎「営業秘密領得罪の構成要件
　―
最決平三〇・一二・
 
三を中心に
―
」特許ニュース一四八九七号（二〇一九年）一
頁以下、小林雅人「不正競争防止法（平成二七年改正前 もの）二一条一項三号 いう『 の利益を得る目的』があ とされた事例」ビジネス法務（二〇一九年）四九頁がある。また、第一審判決及び原判決の評釈に、帖佐隆「自動車商品企画情報事件（日産営業秘密事件）地裁判決および高裁判決［上］ 」特許ニュース 四七五七号（二〇一八年）一頁以下、同・ 「自動車商品企画情報事件（日産営業秘密事件）地裁判決および高裁判決［下］ 」特許ニュース一四七五八号（二〇一八年）一頁以下がある。
（３）
　
横浜地判平成二八年一〇月三一日刑集七二巻六号六一八頁。
（４）
　
東京高判平成三〇年三月二〇日刑集七二巻六号六五二頁。
（５）
　
「不正競争」の定義については、不競法二条一項を見よ。
（６）
　
平成一七年改正までの営業秘密侵害罪規定については、一原
亜貴子「不正競争防止法による営業秘密の刑事法的保護」小樽商科大学商学討究五六巻二・三号（二〇〇 年）二七九頁以下、
二九
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前掲注 （
（（） 七八頁も参照。
（
（0）　
匿名解説・判例時報二四〇七号（二〇一九年）一〇八頁、匿
名解説・判例タイムズ一四五八号（二〇一九年）一〇七頁。
（
（（）　
被告人の複製作成行為が、⑵の複製作成の直後に勤務先に発
覚したためである。
（
（（）　
経済産業省知的財産政策室・前掲注 （
（（） 二五七頁。
（
（（）　
本田・前掲注 （２） 一二五頁は、 「業務遂行以外の目的があった
ことと、被告人に『不正な利益を得る目的』があったこととは同一でない」と て、これに疑問を呈する。
（
（（）　
帖佐・前掲注 （２） 五頁は、第一審 決及び原判決の評釈にお
いてではあるが、被告人が「不正の利益 得る目的」を有していたことを認めた結論には賛成するものの、上述の立場から、被告人に「近い将来予定される使用により、不正の利益を得る目的」が認められる を理由に「不正の利益を得る目的」を肯定すべきであるとする。しかし、被告人 「近い将来予定される使用により、不正の利益を得る目的」があったとまでは言えないのではないか。論者 、被告人には「転職先にお て使用をする目的が認められる」と述べてい が、本件ではこ ことを具体的に裏付けるような事実 認定されていないからる。確かに、本件で認定され 事実から、被告人 近い将来、転職先で本件各データファイルを使用する目的を
有していたか
444444
も知れない
44444
、と推認することはできる。しかし、事実と可能性
とを混同すべきではなく、被告人がそのような目的を
有してい
4444
た
4
と断じることは許されない。第一審判決が「これらの情報を
転職先等で直接的又は間接的に参考にして活用しようとした
な
4
どといった
44444
不正の利益を得る目的［傍点引用者］ 」とするのも、
このためであろう。
であるとする。
（
（（）　
帖佐・前掲注 （
（（） 六三頁以下及び六九頁、同・前掲注 （２） 三
頁。
（
（（）　
帖佐・前掲注 （２） 三頁。
（
（（）　
帖佐・前掲注 （
（（） 四〇頁。
（
（（）　
私見は営業秘密侵害罪を財産に対する罪と解し、同罪が保護
しようとしているのは「企業等が営業秘密を保持することで得られる競争上の利益」 が （一原・前掲注 （
（0） 四八六
頁） 、このような立場からも、 「不正の利益」 財産的利益、特に「営業秘密を金銭等に変換・交換するような行為による財産的利益」に限定しなければならない論理的な理由は見出せないように思われる。もっとも、営業秘密侵害罪の保護法益を、企業等が営業秘密を保持することで得 れる利益のうち「競争上の利益」に限定することがなお主張可能であるかについては、近時の改正（とりわけ平成二七年改正）をも踏まえた再検討必要であるが、この点については他日を期したい。
（
（（）　
玉井克哉「営業秘密侵害罪における図利加害の目的」警察学
論集六八巻一二号（二〇一五年）五八頁及び六三頁。このように理解するならば、とりわけ加害目的に関 て故意とそれとを区別することが可能となり 例えば営業秘密を領得することにつき事実の認識が認められても、内部告発や公益通報の目的が認められる場合には、加害目的 否定されて、営業秘密侵害罪は成立しない。なお、論者は、一原・前掲注 （
（0） 四八三頁につ
いて営業秘密侵害罪の図利加害目的の要件を背任罪と同様に理解するものであり「支持すること できない」 する（七九頁注一四二） 。しかし、同所の記述は、営業秘密侵害罪の図利加害目的の要件を背任罪と同様 仮定した上でのものであり、拙稿の主旨は「不正の競争 目的」という要件が図 加害目的へと変更されたことへの批判にあ のであって、図利加害目的の内容について態度決定を示したも ではな 。帖佐・
三〇
